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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期
第１四半期
連結累計期間

第11期
第１四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自2019年１月１日
至2019年３月31日

自2020年１月１日
至2020年３月31日

自2019年１月１日
至2019年12月31日

売上高 （百万円） 24,245 21,026 94,209

経常利益 （百万円） 3,201 2,030 9,896

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 2,266 1,403 6,917

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,318 1,133 7,343

純資産額 （百万円） 39,590 43,528 43,522

総資産額 （百万円） 90,257 97,388 102,261

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 61.35 37.89 187.09

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） 61.09 37.80 186.44

自己資本比率 （％） 41.20 42.20 40.18

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

　なお、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、当社グループの事業活動のうち、原材料調達や販売などで

影響が出始めております。この感染拡大の経過によっては、その他の事業活動や収益確保にも影響を与える可能性が

あるため、引き続き注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、２月までは概ね底堅く推移しましたが、新型コロナウイルス

感染症の世界的な流行を背景に、鉱工業生産及び輸出が弱含むようになったほか、企業の設備投資を先送りする動

きや個人の消費行動を自粛する動き、訪日外国人旅行者のインバウンド需要の減少がみられるようになり、３月に

入り急速に落ち込み悪化しました。

　また、感染症流行に伴うガソリン等の石油製品需要の急減に、産油国による原油減産に向けた協調体制の緩みが

加わったことにより原油価格が歴史的水準にまで低下したほか、自動車等川下産業では需要急減の影響から工場停

止等の動きが各国に広がりました。

　当社グループの事業につきましては、１月には前年第４四半期に比べ国産ナフサ価格が上昇し当社の購入する原

料価格に影響があったため製品価格の値上げを図りましたが、その後の原油価格急落に伴い化学品価格の先安観が

支配的になるなかその実現が難しくなりました。また、国内外の需要が前年第４四半期に引き続き軟調に推移し、

海外市況が低迷したこと等により、前年同四半期に比べ販売数量が下回り、減収減益となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高210億26百万円（前年同四半期比13.3％減）、営業利益

20億28百万円（同33.1％減）、経常利益20億30百万円（同36.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益14億３

百万円（同38.1％減）となりました。

 

　事業分野別には、次のとおりであります。

　基礎化学品は、自動車生産が下振れる等国内外の需要が軟調に推移するとともに、製品価格の先安観が支配的に

なるなか原料価格上昇に見合う販売価格の値上げが難しくなったことや、海外市況の低迷等により販売数量、売上

高、利益とも前年同四半期を下回り、売上高96億70百万円（前年同四半期比14.9％減）、営業利益４億84百万円

（同50.7％減）となりました。

　機能性材料は、エアコン用の冷凍機油原料や化粧品原料のアジア需要の伸長が感染症流行の影響もあり停滞した

こと等により販売数量、売上高、利益とも前年同四半期を下回り、売上高83億13百万円（前年同四半期比15.3％

減）、営業利益18億37百万円（同20.3％減）となりました。

　電子材料は、国内の半導体等向け需要が堅調に推移するなか高純度溶剤の売上が前年同四半期を上回ったこと等

により利益が前年同四半期を上回りましたが、子会社の売上が弱含んだこと等により売上高は前年同四半期を下回

り、売上高27億26百万円（前年同四半期比4.7％減）、営業利益４億38百万円（同1.5％増）となりました。

　その他は、売上高３億16百万円（前年同四半期比52.3％増）、営業利益34百万円（同56.4％減）となりました。

 

（注）上記の事業分野別の「営業利益」には、全社に共通する管理費用等を配分しておりません。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は484億51百万円となり、前連結会計年度末に比べ65億87百万円

減少いたしました。これは主に、たな卸資産が４億36百万円増加しましたが、現金及び預金が49億７百万円、受取

手形及び売掛金が20億55百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　固定資産は489億37百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億14百万円増加いたしました。これは主に、投資

有価証券が５億22百万円減少しましたが、主として当社四日市工場における冷凍機油原料生産設備等により有形固

定資産が22億24百万円増加したことによるものであります。

　この結果、資産合計は973億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ48億73百万円減少いたしました。
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（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は389億71百万円となり、前連結会計年度末に比べ44億48百万円

減少いたしました。これは主に、短期借入金が５億60百万円、未払金が11億23百万円それぞれ増加しましたが、支

払手形及び買掛金が56億61百万円、未払法人税等が12億99百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　固定負債は148億89百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億29百万円減少いたしました。これは主に、長期

借入金が６億円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は538億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ48億78百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は435億28百万円となり、前連結会計年度末に比べ５百万円増

加いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益14億３百万円、その他有価証券評価差額金の減

少２億92百万円及び剰余金の配当11億10百万円によるものであります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は２億19百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、契約を終了したものは以下のとおりであります。

 

合弁関係

ＫＨネオケム株式会社（当社）

締結先 合弁会社名 設立の目的 資本金 設立年月日

台湾中油股份有限公司

(CPC Corporation, Taiwan)、

兆豊國際商業銀行股份有限公司

(Mega International

Commercial Bank Co.,Ltd.)

曄揚股份有限公司

（持分法非適用関

連会社）

イソノニルアルコール等の

製造及び販売
850百万台湾ドル 2015年９月
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 136,200,000

計 136,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年５月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,059,400 37,059,400
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 37,059,400 37,059,400 － －

（注）「提出日現在発行数」の欄には、2020年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2020年１月１日～

2020年３月31日　（注）
30,000 37,059,400 8 8,830 8 5,330

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2019年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,025,600 370,256 －

単元未満株式 普通株式 3,600 － －

発行済株式総数  37,029,400 － －

総株主の議決権  － 370,256 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、「株式給付信託（BBT）」制度に関する資産管理サービス信

託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式が12,100株（議決権の数121個）含まれております。な

お、当該議決権の数121個は、議決権不行使となっております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式89株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2019年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＫＨネオケム株式会社
東京都中央区日本橋室町

二丁目３番１号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社

株式12,100株は、上記自己株式等に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年１月１日から2020

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,867 12,960

受取手形及び売掛金 22,635 20,580

商品及び製品 10,263 10,517

仕掛品 345 344

原材料及び貯蔵品 2,083 2,266

その他 1,848 1,786

貸倒引当金 △5 △4

流動資産合計 55,038 48,451

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 30,697 31,189

減価償却累計額 △24,916 △25,037

建物及び構築物（純額） 5,781 6,151

機械装置及び運搬具 89,579 95,781

減価償却累計額 △84,561 △84,856

機械装置及び運搬具（純額） 5,018 10,924

土地 17,549 17,549

リース資産 － 221

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 220

建設仮勘定 5,935 1,443

その他 5,765 5,673

減価償却累計額 △4,575 △4,263

その他（純額） 1,189 1,409

有形固定資産合計 35,474 37,699

無形固定資産   

のれん 1,512 1,478

その他 225 297

無形固定資産合計 1,737 1,776

投資その他の資産   

投資有価証券 7,523 7,001

退職給付に係る資産 1,562 1,582

繰延税金資産 100 99

その他 825 780

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 10,010 9,461

固定資産合計 47,222 48,937

資産合計 102,261 97,388
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,523 11,862

短期借入金 注１ 10,440 注１ 11,000

1年内返済予定の長期借入金 2,400 2,400

リース債務 － 4

未払金 8,313 9,436

未払法人税等 1,925 625

賞与引当金 27 413

修繕引当金 2,245 2,601

その他 544 627

流動負債合計 43,419 38,971

固定負債   

社債 5,000 5,000

長期借入金 5,650 5,050

リース債務 － 262

繰延税金負債 1,769 1,632

退職給付に係る負債 2,466 2,499

環境対策引当金 148 148

その他 283 295

固定負債合計 15,318 14,889

負債合計 58,738 53,860

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,822 8,830

資本剰余金 6,107 6,115

利益剰余金 25,557 25,849

自己株式 △36 △36

株主資本合計 40,450 40,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 590 297

繰延ヘッジ損益 0 1

為替換算調整勘定 113 112

退職給付に係る調整累計額 △69 △67

その他の包括利益累計額合計 634 343

非支配株主持分 2,438 2,425

純資産合計 43,522 43,528

負債純資産合計 102,261 97,388
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年３月31日)

売上高 24,245 21,026

売上原価 18,433 16,238

売上総利益 5,812 4,787

販売費及び一般管理費   

運送費 957 888

その他 1,824 1,871

販売費及び一般管理費合計 2,782 2,759

営業利益 3,030 2,028

営業外収益   

受取利息及び配当金 10 10

持分法による投資利益 118 3

その他 141 87

営業外収益合計 270 101

営業外費用   

支払利息 20 20

固定資産処分損 48 65

その他 31 12

営業外費用合計 99 99

経常利益 3,201 2,030

税金等調整前四半期純利益 3,201 2,030

法人税等 896 607

四半期純利益 2,304 1,423

非支配株主に帰属する四半期純利益 38 20

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,266 1,403
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年３月31日)

四半期純利益 2,304 1,423

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11 △292

繰延ヘッジ損益 △1 1

為替換算調整勘定 △0 △0

退職給付に係る調整額 4 2

その他の包括利益合計 13 △290

四半期包括利益 2,318 1,133

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,279 1,112

非支配株主に係る四半期包括利益 38 20
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、当社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法（ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法）を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更しておりま

す。

　当社は、2017年12月に公表したとおり、当連結会計年度より生産開始する機能性材料の大型設備投資を行っ

てまいりました。当該設備投資の実施を契機に生産設備等の使用実態を調査し、また戦略として「将来の機能

化学品事業拡大に向けた積極投資」を掲げる第３次中期経営計画（2019年～2021年）の方針を勘案して減価償

却方法を再検討した結果、当社の有形固定資産は、基礎化学品設備に比べ長期安定稼働が見込まれる機能化学

品設備の簿価の全体に占める割合が過半を大幅に超過して推移することが見込まれていることから、当連結会

計年度より定額法により取得価額を耐用年数にわたって均等配分することが、今後の当社の経営実態をより適

正に反映すると判断して変更したものであります。

　これにより、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ143百万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。

 

（追加情報）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、取締役の報酬について業績との連動性をより一層高めると同時に、株式価値との連動性を明確にし、

中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役に対する業績連動型

株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しており

ます。

 

(1) 取引の概要

　本制度は、当社が設定する信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」という。）が、当社よ

り拠出する金銭を原資として当社株式を取得し、本信託を通じて、取締役（社外取締役を除く。）に対し、当

社が定める役員株式給付規程に従って、役位、業績達成度等に応じて当社株式及び当社株式を時価で換算した

金額相当の金銭（以下「当社株式等」という。）を給付する業績連動型株式報酬制度であります。なお、取締

役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

 

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿

価額は36百万円、株式数は12千株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

注１　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（2020年３月31日）

当座貸越極度額

及び貸出コミットメントの総額
22,013百万円 22,010百万円

借入実行残高 9,750 9,750

差引額 12,263 12,260

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

減価償却費 746百万円 776百万円

のれんの償却額 33 33

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月26日

定時株主総会
普通株式 997 27 2018年12月31日 2019年３月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式に対する配当金０百万円

が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月26日

定時株主総会
普通株式 1,110 30 2019年12月31日 2020年３月27日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式に対する配当金０百万円

が含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、化学品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

(1) １株当たり四半期純利益 61円35銭 37円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
2,266 1,403

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
2,266 1,403

普通株式の期中平均株式数（千株） 36,940 37,025

   

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 61円09銭 37円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 158 82

（うち新株予約権（千株）） (　158) (　82)

（注）「株式給付信託（BBT）」において信託口が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益」の算定上、

期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期連結累計期間８千株、当

第１四半期連結累計期間12千株）。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2020年５月12日

 

ＫＨネオケム株式会社

　取締役会　　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥津　佳樹　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福士　直和　　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＫＨネオケム株

式会社の2020年１月１日から2020年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年１月１日から2020年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＫＨネオケム株式会社及び連結子会社の2020年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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